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1第１回会合で合意された本会合における関係規程の検討⽅法

 本会合の検討範囲は、総務省
告⽰の細則とする。

 認定の対象となる「eシール⽤認
証業務」に係る技術・設備・運
⽤基準等を検討するが、リモート
eシールサービス提供事業者を排
除しない規定となるよう配慮する。

 eシール⽤認証業務の認定に関する規程
(案)（eシールに係る検討会 参考資料7-
1）を基にして、その配下の細則案を作成
する。

 既存認定制度（電⼦署名・タイムスタン
プ）の各種⽂書※１やR4年度調査研究の
成果物である適合性評価基準案を活⽤
可能な範囲で最⼤限に活⽤する。

 なお、諸外国との国際的な整合性も考慮
して、我が国に適した制度となるように、必
要に応じて諸外国の基準を盛り込む。

 細則を複数作成する場合、上位
の細則から内容を固める。

 その後、下位の細則の内容を検
討する順序で検討を⾏い、必要
に応じて上位の細則も⾒直しな
がら作業を進める。

関係規程の検討⽅法

作業の進め⽅ドラフト検討⽅法検討範囲

 本会合においては、R6年度中に総務⼤⾂によるeシールに係る認定制度の運⽤を開始することを所与の条件とし、
適合性評価の効率化等に配慮しながら、我が国でeシールを普及させる上で適した技術・設備・運⽤基準など必要
な内容を取りまとめる。

 関係規程案を検討するに当たって、検討範囲、ドラフト検討⽅法及び作業の進め⽅については以下のとおりとする。
 なお、本検討会で議論した総務省告⽰は、法技術的な観点から今後修正されうる点にご留意いただきたい。

前
提

 総務⼤⾂によるeシールに係る認定制度は、タイムスタンプに係る認定制度と同様、総務省告⽰（eシール
⽤認証業務の認定に関する規程）で創設する。

 当該認定制度における認定対象は、「eシール⽤認証業務」単位とする。

※１︓主に「電⼦署名及び認証業務に関する法律施
⾏規則」、「特定認証業務の認定に係る調査表」及び
「時刻認証業務の認定に関する実施要項」を指す。



2検討スケジュール案（修正案）
 令和６年６⽉より⽉１回の頻度で計８回程度の会合を開催予定。
 令和6年度中の総務⼤⾂認定制度の運⽤開始に向けて検討するが、検討スケジュールは以下のとおり、⾒直しこととしたい。

R6年度

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉

①有識者会議での議論

第1回 進め⽅、論点出し

第2回 規程案及び実施要項案の検討

第3回 実施要項案の検討

第4回 ガイドライン案の検討（技術①、設備①〜⑤）

第5回 ガイドライン案の検討（運⽤①〜⑤）

第6回 ガイドライン案の検討（運⽤⑥〜⑪）

第7回 ガイドライン案の検討（運⽤⑫〜⑰）

第8回 取りまとめ・適合性評価の効率化⽅法の整理

②告⽰公⽰、実施要項等公表

開催スケジュール
第１回︓６⽉１３⽇（⽊）１５時〜１７時
第２回︓６⽉２７⽇（⽊）１０時〜１２時
第３回︓７⽉２３⽇（⽕）１５時〜１７時
第４回︓８⽉２０⽇（⽕）１５時〜１７時
第５回︓９⽉３０⽇（⽉）１３時〜１５時
第６回︓１０⽉２４⽇（⽊）１３時〜１５時
第７回︓１１⽉１４⽇（⽊）１５時〜１７時
第８回︓１２⽉１８⽇（⽔）１５時〜１７時

6/27

7/23

8/20

9/30

10/24

11/14

12/18

6/13

本⽇



3規程及び実施要項に盛り込むべき内容に対する意⾒出しの結果概要
 第1回会合後、構成員の皆様に対して、規程及び実施要項に盛り込むべき内容に対する意⾒出しについての協⼒

依頼をさせていただいたところ、幅広い範囲に対して、数多くの意⾒を頂戴することができた。意⾒出しの結果概要を
以下に⽰す。

規程に盛り込むべき内容に対する意⾒

 定義 …… 1件
 認定 …… 7件
 認定の更新 …… 5件
 変更の認定等 …… 4件
 認定の取消し等 …… 1件

実施要項に盛り込むべき内容に対する意⾒

 eシール独⾃に検討が
必要な規定

 Abobe製品における
認定eシールの検証

 デジタル庁のリモート署
名の議論内容の反映

 ⽤語の定義
 その他

…… 1件

…… 1件

…… 3件

…… 6件
…… 1件

【全体を通して】

…… 8件
【技術基準】
 eシールの安全性に係る基準

【設備基準】
 業務の⽤に供する設備の基準

【運⽤基準】
 利⽤者の真偽の確認の⽅法
 その他の業務の⽅法
 帳簿書類の作成及び保存
 経理的基礎
 技術的能⼒

…… 5件

…… 13件
…… 26件
…… 9件
…… 1件
…… 3件

【その他基準】
 休廃⽌の通知⽅法
 リモートeシールサービス提供事業者

を排除しないための規定
 その他

…… 1件
…… 1件

…… 1件

【その他】
 認定の申請、認定の公⽰ほか …… 31件


